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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被処理物を燃焼処理する燃焼炉の炉内において、直接的に計測することができない１つ
以上の状態量を推定することにより、該燃焼炉の燃焼状態を推定する方法であって、
　前記１つ以上の状態量を説明変数とし、前記燃焼炉に配設された１つ以上の観測点にお
いて直接的に計測することが可能である１つ以上の観測量を目的変数とした、複数の数値
シミュレーションを実行するステップと、
　前記複数の数値シミュレーションを実行して得られた結果に基づいて、前記１つ以上の
状態量と前記１つ以上の観測量との関係性を定式化するステップと、
　前記１つ以上の観測点において実際に計測を行い前記１つ以上の観測量の計測値を得る
ステップと、
　前記実際の計測で得られた前記１つ以上の観測量の計測値の統計情報と、前記定式化さ
れた前記１つ以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性とに基づいて、ベイズ推定を
行うことにより、前記１つ以上の状態量の推定値を得るステップと、
　前記推定値に基づいて、前記燃焼炉の燃焼状態を推定するステップと、
　を含むことを特徴とする、燃焼炉の燃焼状態の推定方法。
【請求項２】
　被処理物を燃焼処理する燃焼炉の炉内において、直接的に計測することができない１つ
以上の状態量を推定することにより、該燃焼炉の燃焼制御を行う方法であって、
　前記１つ以上の状態量を説明変数とし、前記燃焼炉に配設された１つ以上の観測点にお
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いて直接的に計測することが可能である１つ以上の観測量を目的変数とした、複数の数値
シミュレーションを実行するステップと、
　前記複数の数値シミュレーションを実行して得られた結果に基づいて、前記１つ以上の
状態量と前記１つ以上の観測量との関係性を定式化するステップと、
　前記１つ以上の観測点において実際に計測を行い前記１つ以上の観測量の計測値を得る
ステップと、
　前記実際の計測で得られた前記１つ以上の観測量の計測値の統計情報と、前記定式化さ
れた前記１つ以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性とに基づいて、ベイズ推定を
行うことにより、前記１つ以上の状態量の推定値を得るステップと、
　前記推定値に基づいて、前記燃焼炉の燃焼制御を行うステップと、
　を含むことを特徴とする、燃焼炉の燃焼制御方法。
【請求項３】
　被処理物を燃焼処理する燃焼炉の炉内において、直接的に計測することができない１つ
以上の状態量を推定することにより、該燃焼炉の燃焼制御を行うように構成された燃焼制
御装置であって、
　前記１つ以上の状態量を説明変数とし、前記燃焼炉に配設された１つ以上の観測点にお
いて直接的に計測することが可能である１つ以上の観測量を目的変数とした、複数の数値
シミュレーションを実行するシミュレーション実行部と、
　前記複数の数値シミュレーションの実行結果に基づいて、前記１つ以上の状態量と前記
１つ以上の観測量との関係性を定式化する定式化部と、
　前記１つ以上の観測点において実際に計測された前記１つ以上の観測量の計測値を受け
取る観測量入力部と、
　前記実際の計測で得られた前記１つ以上の観測量の計測値の統計情報と、前記定式化さ
れた前記１つ以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性とに基づいて、ベイズ推定を
行うことにより、前記１つ以上の状態量の推定値を導出する状態量推定部と、
　前記推定値に基づいて、前記燃焼炉の燃焼制御を行う制御部と、
　を備えることを特徴とする、燃焼炉の燃焼制御装置。
【請求項４】
　前記燃焼炉はストーカ式焼却炉であって、前記１つ以上の状態量は、前記ストーカ式焼
却炉の火格子上に供給される前記被処理物の供給量、前記火格子上に滞留する前記被処理
物の滞留量、水分、可燃分、灰分、発熱量、および元素組成、ならびに、前記被処理物が
火格子上で熱分解および／または燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび／ま
たは燃焼ガスの温度および化学組成、のうちの少なくとも１つを含むことを特徴とする、
請求項３に記載の燃焼炉の燃焼制御装置。
【請求項５】
　前記燃焼炉は流動床式焼却炉であって、前記１つ以上の状態量は、前記流動床式焼却炉
の流動層内に供給される前記被処理物の供給量、前記流動層内に滞留する前記被処理物の
水分、可燃分、灰分、発熱量、および元素組成、ならびに、前記被処理物が前記流動層内
で熱分解および／または燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼
ガスの温度および化学組成、のうちの少なくとも１つを含むことを特徴とする、請求項３
に記載の燃焼炉の燃焼制御装置。
【請求項６】
　前記熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの化学組成として、水素、一酸化炭素、二酸化
炭素、メタン、エチレン、酸素、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化
窒素、一酸化二窒素、および塩化水素のうちの少なくとも１つの濃度を含むことを特徴と
する、請求項４または５に記載の燃焼炉の燃焼制御装置。
【請求項７】
　前記１つ以上の観測点は、前記ストーカ式焼却炉の火格子より上方に配設された二次燃
焼室の側壁および／または天井壁において、該ストーカ式焼却炉の火格子上に滞留する前
記被処理物の表面より高く、かつ該二次燃焼室に供給される二次燃焼空気および／または
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再循環排ガスの供給位置よりも低い位置に配設されたことを特徴とする、請求項４または
６に記載の燃焼炉の燃焼制御装置。
【請求項８】
　前記１つ以上の観測点は、前記流動床式焼却炉の前記流動層部より上方に配設された二
次燃焼室の側壁および／または天井壁において、該流動床式焼却炉の流動層界面より高く
、かつ該二次燃焼室に供給される二次燃焼空気および／または再循環排ガスの供給位置よ
りも低い位置に配設されたことを特徴とする、請求項５または６に記載の燃焼炉の燃焼制
御装置。
【請求項９】
　前記１つ以上の観測量は、前記１つ以上の観測点において計測された、炉内ガスの温度
および／または該炉内ガスの化学組成を含むことを特徴とする、請求項７または８に記載
の燃焼炉の燃焼制御装置。
【請求項１０】
　前記炉内ガスの化学組成として、水素、一酸化炭素、二酸化炭素、メタン、エチレン、
酸素、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒素、およ
び塩化水素のうちの少なくとも１つの濃度を含むことを特徴とする、請求項９に記載の燃
焼炉の燃焼制御装置。
【請求項１１】
　前記制御部は、前記１つ以上の状態量の推定値に基づいて、前記ストーカ式焼却炉の火
格子の送り速度、前記流動床式焼却炉への被処理物の供給速度、前記ストーカ式焼却炉の
火格子下部または前記流動床式焼却炉の流動層下部から供給する一次燃焼空気および／ま
たは再循環排ガスの流量、前記ストーカ式焼却炉または前記流動床式焼却炉の二次燃焼室
に供給する二次燃焼空気および／または再循環排ガスの流量、前記ストーカ式焼却炉また
は前記流動床式焼却炉の炉内温度を下げるために炉内に供給される冷却水の流量、前記ス
トーカ式焼却炉または前記流動床式焼却炉の炉内における脱硝反応薬剤として供給される
尿素水またはアンモニア水の流量のうちの少なくとも１つを調節することを特徴とする、
請求項４から１０のいずれか１項に記載の燃焼炉の燃焼制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃焼炉の燃焼状態の推定方法、燃焼炉の燃焼制御方法、および燃焼炉の燃焼
制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ごみ焼却プラントやバイオマス燃焼プラントなどの燃焼プロセスにおいては、排ガス中
の一酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素、水銀などの有害物質の発生を極力抑
制しつつ、高効率かつ安定して熱回収できる操業管理が求められている。しかしながら、
これらのプラントでは雑多なごみやバイオマスを燃料すなわち被処理物としているため、
被処理物の特性(材質、形状、水分、発熱量等)の変動が大きく、燃焼状態が変動しやすい
。安定かつ高効率なプラント操業には安定した燃焼が不可欠である。そのために、燃焼前
に、被処理物が投入されたピット内で被処理物を攪拌して均一化させるなどの操業上の取
り組みや、燃焼状態の変動に対応するための様々な燃焼制御方法の開発がなされている。
【０００３】
　これらのプラント、すなわちごみやバイオマスを被処理物とした燃焼炉においては、一
般に炉内各部の温度分布や、炉出口の酸素濃度や、排ガス中の一酸化炭素濃度および窒素
酸化物濃度などの観測値に基づいて、それらが適切な管理範囲を逸脱しないよう、炉内へ
の被処理物の供給量や、炉内への燃焼空気あるいは再循環排ガスの供給量や、炉内温度を
適切に保つために炉内に供給される冷却水の流量や、窒素酸化物を低減するために炉内へ
供給される尿素水あるいはアンモニア等の脱硝薬剤の供給量などを調節するような燃焼制
御が行われている。なお、「燃焼炉」の概念には「焼却炉」も含まれる。
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【０００４】
　しかしながら、一般にこれらの燃焼制御は、被処理物が燃焼したあとの結果として観測
される観測値に基づいたフィードバック制御として構成されているため、燃焼炉における
燃焼変動の根本的な原因である、被処理物であるごみやバイオマスの供給量や物性の変動
の情報は、通常利用されていない。
【０００５】
　これは、被処理物であるごみあるいはバイオマスの供給量や物性、すなわち水分や発熱
量や化学組成を、被処理物が燃焼炉に投入される前に、リアルタイムでかつ高精度に計測
することが可能な計測手法あるいは計測装置が存在していないことによる。そのため、被
処理物であるごみやバイオオマスの供給量や物性が大きく変化した場合、燃焼制御が適切
に機能せず、その結果として炉内各部の温度分布や、炉出口の酸素濃度や、排ガス中の一
酸化炭素濃度および窒素酸化物濃度などが管理範囲を逸脱してしまうことがあるという課
題があった。
【０００６】
　こうした課題に対して、燃焼炉の内部の燃焼状態を熱流体解析すなわち数値シミュレー
ションによって模擬することで得られる情報を活用することが考えられている。
【０００７】
　例えば特許文献１においては、ストーカ式焼却炉の燃焼制御方法において、ごみ量、空
気量、移動速度のそれぞれを入力条件として各入力条件値の組み合わせによって種々の燃
焼パターンを規定し、各燃焼パターンにおける焼却炉の燃焼ガス成分の濃度および温度分
布を測定し、測定した濃度および温度分布に基づいて焼却炉内の熱流体解析を行って各燃
焼パターンにおける燃焼ガス流の流れ状態を表す熱流体解析結果データを求め、予め各燃
焼パターンにおける熱流体解析結果データを制御装置にデータベースとして入力しておき
、プロセスデータを制御指標として給塵装置、ストーカ、ダンパ装置を制御装置により制
御しつつ、当該入力条件値の燃焼パターンにおける燃焼ガス流の流れ状態を熱流体解析結
果データとしてデータベースから求めるとともに、燃焼ガス流の流れ状態が現在に較べて
より良くなる熱流体解析結果データを持つ燃焼パターンをデータベースから求め、求めた
燃焼パターンとなるように給塵装置、ストーカ、ダンパ装置を制御装置により制御するこ
とを特徴とする熱流体解析を用いた焼却炉の燃焼制御方法について記載されている。
【０００８】
　また特許文献２においては、廃棄物焼却炉を有するプラントの制御装置において、焼却
プロセスを表現するシミュレーションモデルを用いて廃棄物の乾燥、ガスの流れ、反応伝
熱を計算し焼却炉の状態を推定する手段、推定した状態と実測値に基づく状態を比較し、
その差が減少するようにシミュレーションモデルのパラメータを修正する手段、該修正後
のシミュレーションモデルで再度状態を推定し、予め設定した状態との比較により該推定
状態が設定状態に近づくように操作量を決定する手段を有することを特徴とする廃棄物焼
却プラントの制御装置について記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平７－４６２８号公報
【特許文献２】特開２０００－０９７４２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　これらの先行特許文献において記載されている燃焼制御方法あるいは制御装置において
は、実際の燃焼炉にて得られたプロセスデータ、すなわち温度やガス組成等の観測値の情
報に基づいて、その内部の燃焼状態を精緻に模擬する数値シミュレーションを実行するこ
とで、燃焼炉の内部の燃焼状態を推定する概念が用いられている。
【００１１】
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　この概念を応用することで、燃焼炉における燃焼変動の根本的な原因である、被処理物
であるごみやバイオマスの供給量や物性の変動の情報など、実際の燃焼炉において直接的
に計測することができない状態量を、実際の燃焼炉にて得られたプロセスデータに基づく
数値シミュレーションによって推定できる可能性があるが、実際の燃焼炉において、こう
した枠組みによってこれらの状態量を精度よく推定することは、主に以下の３つの理由か
らこれまでは困難であった。
【００１２】
　第１の理由は、実際の燃焼炉におけるプロセスデータとして、温度やガス組成等の観測
値を得る上で、計測器の測定精度や、計測上のタイムラグ、計測器を用いることそのもの
等に起因する誤差、すなわち観測誤差が発生することが避けられないことである。
【００１３】
　第２の理由は、数値シミュレーションにおいて用いられる物理モデル（計算モデル）が
完全ではないことである。すなわち、燃焼炉の内部で生じる被処理物の燃焼反応は、固気
反応としての被処理物からの水分の蒸発および被処理物の熱分解および／または燃焼反応
、蒸発した水分および熱分解反応により発生した熱分解ガスと燃焼空気との気相反応に代
表される様々な化学的反応が同時並行的に進むものであるが、それらの反応に関与する数
十から数百種類に及ぶ全ての化学種と、それら相互の化学反応式と、反応パラメータとを
完全に解明し、シミュレーションに用いる計算モデルとして記述することは現実的には不
可能である。また仮に記述できたとしても、そのような計算を実行するためには多大な計
算機資源および計算時間を要する。
【００１４】
　そのため実用上は、大幅に簡略化した反応モデルを用いることで、利用可能な計算機資
源および計算時間のもとで数値シミュレーションを実行することになるが、得られた計算
結果は計算モデルの簡略化に起因する誤差、すなわちモデル誤差が含まれることが避けら
れない。
【００１５】
　第３の理由は、数値シミュレーションを実行する上で必須となる解析パラメータの値を
正確に与えることが実質的に不可能であることである。例えばストーカ式焼却炉の内部で
の燃焼反応を模擬する場合、火格子上部に滞留する被処理物の熱分解および／または燃焼
反応により発生するガス組成を仮定し、それらを流入境界条件として数値シミュレーショ
ンを行うことになるが、それら境界条件の値を正確に測定することは困難であるし、また
実際の燃焼炉においては被処理物の処理量や物性は時々刻々と変化するため、それら境界
条件の値を確定値として与えること自体が難しくなる。
【００１６】
　また、前述の燃焼反応を記述する計算モデルで用いられる反応パラメータについても、
一般には実験室規模の理想化された環境において計測された実験データに基づいて決めら
れるため、対象とする燃焼炉の燃焼状態を記述する上で適切な値であるかどうかは定かで
はない場合が多い。
【００１７】
　すなわち、実際の燃焼炉にて得られたプロセスデータ、すなわち温度やガス組成等の観
測値の情報に基づいて、その内部の燃焼状態を精緻に模擬する数値シミュレーションを実
行することで、被処理物であるごみやバイオマスの供給量や物性の変動の情報など、実際
の燃焼炉において直接的に計測することができない状態量を推定するためには、プロセス
データの観測誤差と、数値シミュレーションにおいて用いられる物理モデル（計算モデル
）が完全でないことに起因するモデル誤差とを適切に考慮するとともに、予め確定的に与
えることのできない解析パラメータを適切に推定する手法が必要となるという課題があっ
た。
【００１８】
　そこで本発明では、ごみやバイオマスを被処理物とする燃焼炉において、被処理物の供
給量や物性などのように、直接的に計測することが困難な状態量を、実際のプロセスデー
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タの観測値に基づいて精度よく推定することができる、燃焼炉の燃焼状態の推定方法を提
供するとともに、該推定方法を活用することによって、被処理物の供給量や物性などが変
化しても、それらに追従して適切な燃焼制御を行うことができる、燃焼炉の燃焼制御方法
および燃焼制御装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　前記課題を解決するため、本発明の第１の態様である燃焼炉の燃焼状態の推定方法は、
被処理物を燃焼処理する燃焼炉の炉内において、直接的に計測することができない１つ以
上の状態量を推定することにより、該燃焼状態を推定することを特徴とする燃焼炉の燃焼
状態の推定方法であって、前記１つ以上の状態量を説明変数とし、前記燃焼炉に配設され
た１つ以上の観測点において直接的に計測することが可能である１つ以上の観測量を目的
変数とした、多数の数値シミュレーションを実行して得られた結果に基づいて、前記１つ
以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性をあらかじめ定式化し、前記観測点におい
て実際に計測された前記１つ以上の観測量の計測値の統計情報と、前記定式化された前記
１つ以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性に基づいて、ベイズ推定を行うことに
より、前記１つ以上の状態量の推定値を得て、該推定値に基づいて、前記燃焼炉の燃焼状
態の推定を行うことを特徴とする。
【００２０】
　このように構成すると、実際の燃焼炉におけるプロセスデータの観測誤差と、数値シミ
ュレーションにおけるモデル誤差を適切に考慮して、ごみやバイオマスを被処理物とする
燃焼炉において直接的に計測することができない状態量を、実際のプロセスデータの観測
値に基づいて精度よく推定することができるため、燃焼炉の燃焼状態を的確に推定するこ
とが可能となる。
【００２１】
　また、前記課題を解決するため、本発明の第２の態様である燃焼炉の燃焼制御方法は、
被処理物を燃焼処理する燃焼炉の炉内において、直接的に計測することができない１つ以
上の状態量を推定することにより、該燃焼炉の燃焼制御を行うことを特徴とする燃焼炉の
燃焼制御方法であって、前記１つ以上の状態量を説明変数とし、前記燃焼炉に配設された
１つ以上の観測点において直接的に計測することが可能である１つ以上の観測量を目的変
数とした、多数の数値シミュレーションを実行して得られた結果に基づいて、前記１つ以
上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性をあらかじめ定式化し、前記観測点において
実際に計測された前記１つ以上の観測量の計測値の統計情報と、前記定式化された前記１
つ以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性に基づいて、ベイズ推定を行うことによ
り、前記１つ以上の状態量の推定値を得て、該推定値に基づいて、前記燃焼炉の燃焼制御
を行うことを特徴とする。
【００２２】
　このように構成すると、実際の燃焼炉におけるプロセスデータの観測誤差と、数値シミ
ュレーションにおけるモデル誤差を適切に考慮して、ごみやバイオマスを被処理物とする
燃焼炉において直接的に計測することができない状態量を、実際のプロセスデータの観測
値に基づいて精度よく推定することができ、さらにその推定値に基づいて燃焼炉の燃焼制
御を効果的に行うことが可能となる。
【００２３】
　また、前記課題を解決するため、本発明の第３の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、
被処理物を燃焼処理する燃焼炉の炉内において、直接的に計測することができない１つ以
上の状態量を推定することにより、該燃焼炉の燃焼制御を行うことを特徴とする燃焼炉の
燃焼制御装置であって、前記１つ以上の状態量を説明変数とし、前記燃焼炉に配設された
１つ以上の観測点において直接的に計測することが可能である１つ以上の観測量を目的変
数とした、多数の数値シミュレーションを実行して得られた結果に基づいて、前記１つ以
上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性をあらかじめ定式化し、前記観測点において
実際に計測された前記１つ以上の観測量の計測値の統計情報と、前記定式化された前記１
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つ以上の状態量と前記１つ以上の観測量の関係性に基づいて、ベイズ推定を行うことによ
り、前記１つ以上の状態量の推定値を得て、該推定値に基づいて、前記燃焼炉の燃焼制御
を行うことを特徴とする。
【００２４】
　このように構成すると、実際の燃焼炉におけるプロセスデータの観測誤差と、数値シミ
ュレーションにおけるモデル誤差を適切に考慮して、ごみやバイオマスを被処理物とする
燃焼炉において直接的に計測することができない状態量を、実際のプロセスデータの観測
値に基づいて精度よく推定することができ、さらにその推定値に基づいて燃焼炉の燃焼制
御を効果的に行うことが可能となる。
【００２５】
　さらに、本発明の第４の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記燃焼炉はストーカ式
焼却炉であって、前記１つ以上の状態量として、該ストーカ式焼却炉の火格子上に供給さ
れる前記被処理物の供給量、該火格子上に滞留する前記被処理物の滞留量、水分、可燃分
、灰分、発熱量、元素組成、前記被処理物が火格子上で熱分解および／または燃焼反応す
ることにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度および化学組成のいずれ
か１つを含むことを特徴とする。
【００２６】
　このように構成すると、ストーカ式焼却炉において直接的に計測することが困難な、火
格子上に供給される前記被処理物の供給量、該火格子上に滞留する前記被処理物の滞留量
、水分、可燃分、灰分、発熱量、元素組成、前記被処理物が火格子上で熱分解および／ま
たは燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度および化
学組成を精度よく推定することができ、さらにその推定値に基づいて該ストーカ式焼却炉
の燃焼制御を効果的に行うことが可能となる。
【００２７】
　さらに、本発明の第５の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記燃焼炉は流動床式焼
却炉であって、前記１つ以上の状態量として、該流動床式焼却炉の流動層内に供給される
前記被処理物の供給量、該流動層内に滞留する前記被処理物の水分、可燃分、灰分、発熱
量、元素組成、前記被処理物が流動層内で熱分解および／または燃焼反応することにより
発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度および化学組成のいずれか１つを含む
ことを特徴とする。
【００２８】
　このように構成すると、流動床式焼却炉において直接的に計測することが困難な、流動
層内に供給される前記被処理物の供給量、該流動層内に滞留する前記被処理物の水分、可
燃分、灰分、発熱量、元素組成、前記被処理物が流動層内で熱分解および／または燃焼反
応することにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度および化学組成を精
度よく推定することができ、さらにその推定値に基づいて該流動床式焼却炉の燃焼制御を
効果的に行うことが可能となる。
【００２９】
　さらに、本発明の第６の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記熱分解ガスおよび／
または燃焼ガスの化学組成として、水素、一酸化炭素、二酸化炭素、メタン、エチレン、
酸素、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒素、塩化
水素のいずれか１つの濃度を含むことを特徴とする。
【００３０】
　このように構成すると、ストーカ式焼却炉あるいは流動床式焼却炉において直接的に計
測することが困難な、前記被処理物が熱分解および／または燃焼反応することにより発生
する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの化学組成としての、水素、一酸化炭素、二酸化
炭素、メタン、エチレン、酸素、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化
窒素、一酸化二窒素、塩化水素の濃度を精度よく推定することができ、さらにその推定値
に基づいて該ストーカ式焼却炉あるいは該流動床式焼却炉の燃焼制御を効果的に行うこと
が可能となる。
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【００３１】
　さらに、本発明の第７の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記１つ以上の観測点は
、前記ストーカ式焼却炉の火格子より上方に配設された二次燃焼室の側壁および／または
天井壁において、該ストーカ式焼却炉の火格子上に滞留する前記被処理物の表面より高く
、かつ該二次燃焼室に供給される二次空気および／または再循環排ガスの供給位置よりも
低い位置に配設されたことを特徴とする。
【００３２】
　このように構成すると、ストーカ式焼却炉において直接的に計測することが困難な、火
格子上に供給される前記被処理物の供給量、該火格子上に滞留する前記被処理物の滞留量
、水分、可燃分、灰分、発熱量、元素組成、前記被処理物が火格子上で熱分解および／ま
たは燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度および化
学組成との相関あるいは感度が高いプロセスデータの観測値の統計情報を効率的に得るこ
とができるため、観測値の数が少なくても、前記の直接的に計測することが困難な状態量
を精度よく推定することができ、さらにその推定値に基づいて該ストーカ式焼却炉の燃焼
制御を効果的に行うことが可能となる。
【００３３】
　さらに、本発明の第８の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記１つ以上の観測点は
、前記流動床式焼却炉の流動層部より上方に配設された二次燃焼室の側壁および／または
天井壁において、該流動床式焼却炉の流動層界面より高く、かつ該二次燃焼室に供給され
る二次空気および／または再循環排ガスの供給位置よりも低い位置に配設されたことを特
徴とする。
【００３４】
　このように構成すると、流動床式焼却炉において直接的に計測することが困難な、流動
層内に供給される前記被処理物の供給量、該流動層内に滞留する前記被処理物の水分、可
燃分、灰分、発熱量、元素組成、前記被処理物が流動層内で熱分解および／または燃焼反
応することにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度および化学組成との
相関あるいは感度が高いプロセスデータの観測値の統計情報を効率的に得ることができる
ため、観測値の数が少なくても、前記の直接的に計測することが困難な状態量を精度よく
推定することができ、さらにその推定値に基づいて該流動床式焼却炉の燃焼制御を効果的
に行うことが可能となる。
【００３５】
　さらに、本発明の第９の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記１つ以上の観測量と
して、前記１つ以上の観測点において計測された、炉内ガスの温度および／または該炉内
ガスの化学組成を含むことを特徴とする。
【００３６】
　このように構成すると、ストーカ式焼却炉あるいは流動床式焼却炉において直接的に計
測することが困難な、前記被処理物の滞留量、水分、可燃分、灰分、発熱量、元素組成、
前記被処理物が熱分解および／または燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび
／または燃焼ガスの温度および化学組成との相関あるいは感度が特に高いプロセスデータ
の観測値の統計情報を効率的に得ることができるため、観測値の数がさらに少なくても、
前記の直接的に計測することが困難な状態量を精度よく推定することができ、さらにその
推定値に基づいて該流動床式焼却炉の燃焼制御を効果的に行うことが可能となる。
【００３７】
　さらに、本発明の第１０の態様である燃焼炉の燃焼制御装置は、前記炉内ガスの化学組
成として、水素、一酸化炭素、二酸化炭素、メタン、エチレン、酸素、窒素、アンモニア
、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒素、塩化水素のいずれか１つの濃
度を含むことを特徴とする。
【００３８】
　このように構成すると、ストーカ式焼却炉あるいは流動床式焼却炉において直接的に計
測することが困難な、前記被処理物の滞留量、水分、可燃分、灰分、発熱量、元素組成、
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前記被処理物が熱分解および／または燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび
／または燃焼ガスの温度および化学組成との相関あるいは感度がきわめて高いプロセスデ
ータの観測値の統計情報を効率的に得ることができるため、観測値の数がきわめて少なく
ても、前記の直接的に計測することが困難な状態量を精度よく推定することができ、さら
にその推定値に基づいて該流動床式焼却炉の燃焼制御を効果的に行うことが可能となる。
【００３９】
　さらに、本発明の第１１の態様である燃焼炉の燃焼制御方法は、前記１つ以上の状態量
の推定値に基づいて、前記ストーカ式焼却炉の火格子の送り速度、前記流動床式焼却炉へ
の被処理物の供給速度、前記ストーカ式焼却炉の火格子下部または前記流動床式焼却炉の
流動層下部から供給する一次空気および／または再循環排ガスの流量、前記ストーカ式焼
却炉または前記流動床式焼却炉の二次燃焼室に供給する二次空気の流量および／または再
循環排ガスの流量、前記ストーカ式焼却炉または前記流動床式焼却炉の炉内温度を下げる
ために炉内に供給される冷却水の流量、前記ストーカ式焼却炉または前記流動床式焼却炉
の炉内における脱硝反応薬剤として供給される尿素水またはアンモニア水の流量の少なく
とも１つを調節することを特徴とする。
【００４０】
　このように構成すると、ストーカ式焼却炉あるいは流動床式焼却炉における燃焼変動の
根本的な原因である、被処理物であるごみやバイオマスの供給量や物性の変動の情報など
、実際の燃焼炉において直接的に計測することができない状態量を、実際の燃焼炉にて得
られたプロセスデータに基づく数値シミュレーションによって推定するとともに、その推
定値に基づいてストーカ式焼却炉あるいは流動床式焼却炉の燃焼制御を効果的に行うこと
が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】一実施形態による燃焼炉の燃焼状態の推定方法のステップを示す図である。
【図２】一実施形態による燃焼炉の燃焼状態の推定方法、燃焼制御方法ならびに燃焼制御
装置をストーカ式焼却プラントに適用した際のプロセスフローを示す図である。
【図３】一実施形態による燃焼炉の燃焼状態の推定方法、燃焼制御方法ならびに燃焼制御
装置を流動床式焼却プラントに適用した際のプロセスフローを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００４２】
　以下、図面を参照して、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
【００４３】
　図１は、本発明の一実施形態による燃焼炉の燃焼状態の推定方法のステップを示してい
る。
【００４４】
　はじめに、ステップ１として、燃焼炉において直接計測できず推定の対象となる状態量
、ならびに、その推定において用いられ、直接的に計測することが可能な観測量およびそ
の観測点を定義する。
【００４５】
　後述するように、本実施形態において推定の対象となる状態量の推定は、観測点におい
て得られる観測量の統計情報に基づいてなされるため、原理的には観測量あるいは観測点
の数が大きいほど、推定したい状態量を精度よく推定することができる。しかし、観測量
あるいは観測点の数が大きいと、観測に要する計測機器の設置コストや計測作業の労力、
さらには推定のための計算量が増大する等の問題が生じるため、ステップ１において定義
する観測量あるいは観測点の数は、推定したい状態量の推定精度と、前記のコストあるい
は労力等を勘案した上で、適宜設定することが望ましい。
【００４６】
　次に、ステップ２として、前記状態量を説明変数とし、前記観測量を目的変数とした、
多数の数値シミュレーションを実行する。
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【００４７】
　本実施形態における数値シミュレーションの手法としては、有限体積法に基づく、化学
種の輸送および化学反応を伴う数値流体シミュレーションが用いられる。具体的には、説
明変数としての前記状態量の値を変化させた計算条件を多数作成し、それらの計算条件を
与えた多数の数値シミュレーションを実行し、説明変数としての前記状態量の値と、それ
に対応する目的変数としての前記観測量の値とを、数値シミュレーションの実行結果とし
て保存しておく。
【００４８】
　次に、ステップ３として、ステップ２で実行した数値シミュレーションの実行結果に基
づいて、前記状態量と、それに対応する前記観測量の値との関係性を定式化する。
【００４９】
　本実施形態における、前記状態量と、前期観測量との関係の定式化の手法としては、多
変数多項式回帰や、リッジ回帰、ラッソ回帰またはエラスティックネット等のスパース回
帰などの手法を選択して用いることができるように構成されている。なお、定式化の手法
としては必ずしもこれらに限定されるものではなく、前記状態量と、前記観測量との関係
性を適切に精度よく定式化できる既往の手法を適宜採用することができる。
【００５０】
　なお、ステップ２において、多数の数値シミュレーションを実行するためには相応の計
算時間を必要とするため、本実施形態においては、対象とする燃焼炉の燃焼制御を開始す
る前に、前記ステップ１からステップ３までの作業を、あらかじめ実行しておくように構
成されている。もちろん、数値シミュレーションの実行に必要な計算時間が実用上十分短
くできるのであれば、対象とする燃焼炉の燃焼制御と並行して、ステップ１からステップ
３までの作業、あるいはステップ２およびステップ３の作業を、リアルタイムに実行する
こともできる。
【００５１】
　次に、ステップ４として、実際の燃焼炉における観測点において前記観測量の計測値を
得る。計測値を得る方法としては、観測量の種類に応じて既往の計測器や計測手法の中か
ら適宜選択して用いることができる。
【００５２】
　次に、ステップ５として、前記観測量の計測値の統計情報と、ステップ３で定式化され
た前記状態量と前記観測量の関係性とに基づいて、ベイズ推定を行うことにより、前記１
つ以上の状態量の推定値を得る。
【００５３】
　本ステップ５の目的は、ステップ４において得られた前記観測量の情報から、それらを
与える、直接計測することができない前記状態量の値を逆推定することである。
【００５４】
　ここで、ステップ４において得られる前記観測量は、前記の通り、計測器の測定精度や
、計測上のタイムラグ、計測器を用いることそのもの等に起因する観測誤差等を含んでい
る。また、燃焼炉においては、その運転状態は一般に定常的ではなく、被処理物の処理量
や性状の変動に基づく、時間的な変動を含んだ非定常的な運転状態となることが通常であ
る。そのため、実際の燃焼炉における前記観測量の値は、バラつきをもった統計分布とし
てのみ得られることが通常である。
【００５５】
　また、本実施形態のように燃焼炉の燃焼制御を対象とする場合、炉内の流れ場や反応場
を支配する基礎方程式が非線形性を有するため、ステップ３において定式化される前記状
態量と前記観測量との関係性は、一般に非線形性を有する。
【００５６】
　これらの理由、すなわち観測量の値が確定値ではなくバラつきをもった統計分布として
のみ得られること、および前記状態量と前記観測量との関係性が一般に非線形性を有する
ことから、ステップ３において定式化された前記状態量と前記観測量の関係性と、実際の
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燃焼炉で得られた前記観測量の情報とから、それらの値を与える前記状態量の値を解析的
にあるいは確定的に逆算することは一般に不可能である。
【００５７】
　そこで本実施形態においては、ベイズ推定を用いて、前記観測量の統計情報が得られた
もとでの、前記状態量の事後確率分布を計算することにより、前記状態量の推定を行うよ
うに構成されている。
【００５８】
　前記状態量の事後確率分布を求めるベイズ推定手法としては、例えばマルコフ連鎖モン
テカルロ法またはハミルトニアンモンテカルロ法などを用いることができるが、必ずしも
これに限定されるものではなく、ステップ３において定式化された前記状態量と前記観測
量の関係性と、実際の燃焼炉で得られた前記観測量の統計情報とから、それらの値を与え
る前記状態量の事後確率分布を適切に推定することができる手法を用いればよい。
【００５９】
　最後に、ステップ６として、ステップ５で得られた前記１つ以上の状態量の推定結果、
すなわち燃焼炉において直接測定できない状態量の推定結果を参照して、燃焼炉の燃焼状
態の推定を行う。
【００６０】
　以上、本発明の好適な実施形態について記述したが、状態量および観測量の定義、観測
点における観測量の計測方法、得られた状態量の推定値を用いた具体的な制御対象および
制御方法の詳細などの事項については、以下に例示する実施例のように、制御対象となる
燃焼炉の形式に応じて、本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々変更または修正を行
って実施することができる。
【００６１】
　図２は、本発明の一実施例として、上述した実施形態による燃焼炉の燃焼状態の推定方
法、燃焼制御方法ならびに燃焼制御装置をストーカ式焼却プラント２０に適用した際のプ
ロセスフローを示したものである。すなわち本実施例において、焼却プラント２０は、ス
トーカ式焼却炉２１を中心として構成されている。
【００６２】
　ごみクレーン２２の作用によりごみホッパ２３に投入された被処理物ａは、ごみ供給装
置２４の作用によりストーカ式焼却炉２１の内部に送りこまれる。ごみ供給装置２４は油
圧シリンダにより駆動され、その油量ないし油圧を変化させることにより、被処理物ａの
供給速度を調節することができる。
【００６３】
　ストーカ式焼却炉２１の内部に送り込まれた被処理物ａは、ごみ送り装置２５ａ～２５
ｃの作用により、乾燥帯２１ａ、燃焼帯２１ｂ、後燃焼帯２１ｃへと順次移送され、その
過程で一次燃焼空気ｂａ～ｂｃと反応することで焼却される。また、乾燥帯２１ａ、燃焼
帯２１ｂ、後燃焼帯２１ｃから発生した可燃ガス成分は、それらの上部空間すなわち二次
燃焼室において、二次燃焼空気ｂｄと反応して完全燃焼される。燃え残りは主灰ｃとして
排出される。ここで、ごみ送り装置２５ａ～２５ｃは油圧シリンダにより駆動され、その
油量ないし油圧を変化させることにより、被処理物ａの移送速度を調節することができる
。
【００６４】
　一次燃焼空気ｂａ～ｂｃは、一次燃焼空気ブロワ２６により所定の圧力まで昇圧された
上で、一次燃焼空気調節ダンパ２７ａ～２７ｃを経て、乾燥帯２１ａ、燃焼帯２１ｂ、後
燃焼帯２１ｃ各々の下部からストーカ式焼却炉２１の内部に供給される。また、二次燃焼
空気ｂｄは、二次燃焼空気ブロワ２８により所定の圧力まで昇圧された上で、二次燃焼空
気調節ダンパ２９を経て、ストーカ式焼却炉２１の内部に供給される。ここで、供給され
る一次燃焼空気ｂａ、ｂｂ、ｂｃおよび二次燃焼空気ｂｄの流量は、一次燃焼空気ブロワ
２６ないし二次燃焼空気ブロワ２８の回転速度や、一次燃焼空気調節ダンパ２７ａ～２７
ｃないし二次燃焼空気調節ダンパ２９の開度を変化させることで調節することができる。
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【００６５】
　ストーカ式焼却炉２１の内部での廃棄物（被処理物）ａの燃焼により発生した燃焼排ガ
スｄは、ストーカ式焼却炉２１の出口から排出され、廃熱ボイラ３０を経由して冷却され
たのち、薬剤噴霧設備、バグフィルタ、脱硝触媒塔などから構成される排ガス浄化装置３
１を経由して有害物質や飛灰が除去された上で、煙突３２から大気に排出される。
【００６６】
　なお、燃焼排ガスｄの一部は、排ガス浄化装置３１の内部あるいはその下流で分岐し、
排ガス再循環送風機３３を経由して、再循環排ガスｆとして焼却炉２１に戻される。ここ
で、戻される再循環排ガスｆの流量は、排ガス再循環送風機３３の回転速度や、再循環排
ガス量調節ダンパ３４の開度を変化させることで調節することができる。
【００６７】
　また、廃熱ボイラ３０では、燃焼排ガスｄとの熱交換により蒸気ｇが発生し、これは蒸
気タービン発電機３５に導かれて発電利用される。
【００６８】
　さらに、焼却炉２１の二次燃焼室には、炉内温度を下げるために供給される炉内冷却水
ｈと、炉内における脱硝反応に用いられる脱硝薬剤ｉが供給される。脱硝薬剤ｉとしては
、一般に尿素水またはアンモニア水が用いられる。ここで、炉内冷却水ｈおよび、脱硝薬
剤ｉの流量は、それぞれ炉内冷却水量調節バルブ３６および脱硝薬剤量調節バルブ３７の
開度を変化させることによって調節することができる。
【００６９】
　また、本実施例における焼却プラント２０には、焼却炉２１内のごみの燃焼状態が適切
に保たれ、かつ廃熱ボイラ３０において所望の蒸気量が得られているかを検知する目的か
ら、温度計、圧力計、流量計、排ガス濃度計等の多数の計測器が設置されている。これら
多数の計測器のうち、燃焼状態の管理に特に用いられるものとして、火炎位置検出装置４
１、焼却炉出口排ガス温度計４２、ボイラ出口排ガス酸素濃度計４３、煙突排ガス濃度計
４４、蒸気流量計４５が図２において図示されている。
【００７０】
　火炎位置検出装置４１は、ストーカ式焼却炉２１の内部の状況について得られた画像情
報に対して所定の画像処理を行うことで、焼却炉２１の内部における火炎の位置を効果的
に検出する装置として構成、設置されている。
【００７１】
　焼却炉出口排ガス温度計４２は、ストーカ式焼却炉２１の出口での燃焼排ガスｄの温度
を効果的に測定できるように構成、設置されている。
【００７２】
　ボイラ出口排ガス酸素濃度計４３は、廃熱ボイラ３０の出口での燃焼排ガスｄの酸素濃
度を効果的に測定できるように構成、設置されている。
【００７３】
　煙突排ガス濃度計４４は、煙突３２での燃焼排ガスｄに含まれる各種ガス成分の濃度、
具体的には酸素、一酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素、水銀等の濃度を効果
的に測定できるように構成、設置されている。
【００７４】
　蒸気流量計４５は、廃熱ボイラ３０における蒸気発生量を効果的に測定できるように構
成、設置されている。
【００７５】
　これらの計測器から得られた情報は、運転制御装置５０に伝送され、その情報に基づい
て焼却炉２１の運転制御が行われる。本実施例における運転制御装置５０としては、分散
型制御システム（ＤＣＳ：Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｓｙｓｔｅｍ）が
用いられている。
【００７６】
　運転制御装置５０では、前記の火炎位置、焼却炉出口排ガス温度、ボイラ出口排ガス酸
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素濃度、煙突排ガス濃度、蒸気流量などの管理指標が所定の管理範囲を逸脱しないように
焼却炉２１を運転制御することを目的として、それらの管理指標そのものや、それらの管
理指標と関連の深い物理量を制御量とした制御ロジックが実装されている。具体的には、
前記の火炎位置、焼却炉出口排ガス温度、ボイラ出口排ガス酸素濃度、煙突排ガス濃度、
蒸気流量などの計測値を参照して、前記のごみ供給装置２４およびごみ送り装置２５ａ～
２５ｃの油量や油圧、一次燃焼空気ブロワ２６、二次燃焼空気ブロワ２８および排ガス再
循環送風機３３の回転数、ならびに一次燃焼空気調節ダンパ２７ａ～２７ｃ、二次燃焼空
気調節ダンパ２９、再循環排ガス量調節ダンパ３４、炉内冷却水量調節バルブ３６および
脱硝薬剤量調節バルブ３７の開度等を調節する。これにより、焼却炉２１内のごみの燃焼
状態が適切に保たれ、かつ所望の蒸気流量が得られるような焼却炉２１の運転制御が行わ
れる。
【００７７】
　これらの機能に加えて、本実施例における運転制御装置５０においては、ストーカ式焼
却炉２１において一般には直接計測することができない状態量である、炉内における被処
理物ａの供給量や物性の変動の情報、より具体的には、ストーカ式焼却炉２１の火格子上
に供給される前記被処理物ａの供給量、該火格子上に滞留する前記被処理物ａの滞留量、
水分、可燃分、灰分、発熱量および元素組成と、前記被処理物ａが火格子上で熱分解およ
び／または燃焼反応することにより発生する熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの温度お
よび化学組成とを、燃焼状態推定装置７０により推定し、その推定値に基づいて焼却炉２
１の燃焼制御を行うことができるように構成されている。
【００７８】
　なお、前記熱分解ガスおよび／または燃焼ガスの化学組成としては、水素、一酸化炭素
、二酸化炭素、メタン、エチレン、酸素、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素
、二酸化窒素、一酸化二窒素、塩化水素の濃度が含まれる。
【００７９】
　そこで本実施例では、これらの直接計測することができない状態量を推定するために、
ストーカ式焼却炉２１の二次燃焼室の側壁に複数の観測点６１が配設されている。具体的
には、二次燃焼室の側壁であって、火格子上に滞留する被処理物ａの表面より高く、かつ
該二次燃焼室に供給される二次燃焼空気ｂｄおよび／または再循環排ガスｆの供給位置よ
りも低い位置に、３つの観測点６１ａ～６１ｃが配設されている。
【００８０】
　観測点６１を前記の位置に配設することが望ましい理由は、火格子上に滞留する前記被
処理物ａの滞留量、水分、可燃分、灰分、発熱量および元素組成など、本実施例において
推定の対象となる状態量の値は、火格子上に滞留する被処理物ａの表面にできるだけ近い
位置において得られる観測量の値との相関が非常に高いと考えられるためである。すなわ
ち、観測点６１の位置が火格子上に滞留する被処理物ａの表面から一定距離以上離れてし
まうと、流れ場や反応場の影響により、推定の対象となる状態量と観測量の相関が低くな
ってしまうため、前記状態量を精度よく推定することが困難となる。また、二次燃焼空気
ｂｄおよび／または再循環排ガスｆの供給位置よりも高い位置に観測点６１を配設すると
、該二次燃焼空気ｂｄおよび／または再循環排ガスｆの供給に基づく流れ場や反応場の変
化の影響により、前記状態量との相関の高い観測量を得ることが極めて困難となる。
【００８１】
　なお図２においては、観測点６１は、ストーカ式焼却炉２１において、独立して制御す
ることが可能なごみ送り装置２５ａ～２５ｃおよび一次燃焼空気供給系統ｂａ～ｂｃの長
手方向の区分数（ここでは３）に対応して、３つの観測点６１ａ～６１ｃが配設されるも
のとして図示されているが、焼却炉２１の規模が大きく、前記長手方向の区分数が異なる
場合には、それに応じて観測点の数を適宜増減させるのが望ましい。また、前記長手方向
の区分数に対して、前記火格子上に滞留する被処理物ａの表面との位置関係、および二次
燃焼空気ｂｄおよび／または再循環排ガスｆの供給位置との位置関係の制約を満たす範囲
において、鉛直方向に複数の観測点を配置することもできる。あるいは、焼却炉２１の側
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壁ではなく、前後壁や天井壁に観測点を設置してもよい。
【００８２】
　本実施例における観測点６１ａ～６１ｃは、具体的にはストーカ式焼却炉２１の側壁に
設けたノズル構造の測定孔に、計測される観測量に応じた計器を接続することにより構成
されている。すなわち本実施例では、観測点６１ａ～６１ｃにおける観測量として、炉内
ガスの温度および化学組成を観測できるよう、熱電対およびガス濃度計がそれぞれの観測
点に設置されている。
【００８３】
　炉内ガスの化学組成としては、具体的には水素、一酸化炭素、二酸化炭素、メタン、エ
チレン、酸素、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒
素、塩化水素等の濃度のうち、一部または全部を適宜選択して測定することができるよう
に構成されている。なお、これらのガス濃度については、連続的に計測できる計測器ある
いは計測方法を用いて測定してもよいし、間欠的あるいはバッチ的に計測できる計測器あ
るいは計測方法を用いて測定してもよい。
【００８４】
　次に、本実施例における燃焼状態推定装置７０の構成および機能について説明する。
【００８５】
　本実施例における燃焼状態推定装置７０は、シミュレーション実行部７１、定式化部７
２、観測量入力部７３、状態量推定部７４、および推定値出力部７５を含むように構成さ
れている。
【００８６】
　シミュレーション実行部７１では、あらかじめ定義された、推定の対象となる状態量を
説明変数とし、観測点における観測量を目的変数とした、多数の数値シミュレーションが
実行される。
【００８７】
　定式化部７２では、シミュレーション実行部７１で実行されたシミュレーションの実行
結果に基づいて、前記状態量と、それに対応する前記観測量の値との関係性が定式化され
る。
【００８８】
　観測量入力部７３では、実際にストーカ式焼却炉２１を運転することにより観測点６１
で得られた観測量の情報が入力される。
【００８９】
　状態量推定部７４では、観測点６１で得られた観測量の統計情報と、定式化部７２で定
式化された前記状態量と前記観測量の関係性とに基づいて、ベイズ推定を行うことにより
、前記推定の対象となる状態量の推定値を得る。
【００９０】
　推定値出力部７５からは、前記推定の対象となる状態量の推定値が、運転制御装置５０
に対して出力され、運転制御装置５０では、その情報に基づいて焼却炉２１の燃焼制御が
行われる。
【００９１】
　以下、本実施例における推定の対象となる状態量と、それに基づく焼却炉２１の燃焼制
御の具体的な構成について説明する。
【００９２】
　まず、本実施例におけるストーカ式焼却炉２１では、乾燥帯２１ａ、燃焼帯２１ｂ、後
燃焼帯２１ｃの各々の火格子上に滞留する被処理物ａの滞留量を推定対象の状態量とし、
燃焼状態推定装置７０において逐次的に算出されるその状態量の推定値に基づいて、ごみ
供給装置２４およびごみ送り装置２５ａ～２５ｃの動作速度を調節することで、前記各々
の火格子上における被処理物ａの滞留量が一定となるような制御が行われている。
【００９３】
　より具体的には、例えば乾燥帯２１ａの火格子上における被処理物ａの滞留量の推定値
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が減少傾向にある場合には、ごみ供給装置２４の動作速度を速めることで、乾燥帯２１ａ
の火格子上における被処理物ａの滞留量を増加させるような調節が行われる。あるいは、
燃焼帯２１ｂの火格子上における被処理物ａの滞留量の推定値が増加傾向にある場合には
、ごみ送り装置２５ａの動作速度を減じることで、燃焼帯２１ｂの火格子上における被処
理物ａの滞留量を減少させるような調節が行われる。
【００９４】
　次に、本実施例におけるストーカ式焼却炉２１では、乾燥帯２１ａ、燃焼帯２１ｂ、後
燃焼帯２１ｃの各々の火格子上に滞留する被処理物ａから発生する熱分解ガスまたは燃焼
ガスの組成を推定対象の状態量とし、燃焼状態推定装置７０において逐次的に算出される
その状態量の推定値に基づいて、一次燃焼空気調節ダンパ２７ａ～２７ｃの開度を調節す
ることで、前記各々の火格子上における被処理物ａの熱分解または燃焼反応の進行を一定
に保つような制御が行われている。
【００９５】
　より具体的には、例えば乾燥帯２１ａの火格子上における被処理物ａから発生する熱分
解ガスに含まれる可燃ガス成分、例えば一酸化炭素濃度の推定値が増加傾向にある場合に
は、乾燥帯２１ａの火格子上における被処理物ａの熱分解反応が促進されていると推定さ
れるので、一次燃焼空気調節ダンパ２７ａの開度を下げることにより、乾燥帯２１ａに供
給される一次燃焼空気ｂａの流量を減少させることで、乾燥帯２１ａの火格子上における
被処理物ａの熱分解反応を抑制するような調節が行われる。あるいは、後燃焼帯２１ｃの
火格子上における被処理物ａから発生する燃焼ガスに含まれる可燃ガス成分、例えば一酸
化炭素濃度の推定値が増加傾向にある場合には、後燃焼帯２１ｃにおける被処理物ａの未
燃分の燃焼反応に対して十分な量の一次燃焼空気ｂｃが供給されていない懸念があるため
、一次燃焼空気調節ダンパ２７ｃの開度を上げることにより、後燃焼帯２１ｃに供給され
る一次燃焼空気ｂｃの流量を増加させることで、後燃焼帯２１ｃにおける被処理物ａの未
燃分の燃焼反応を確実に進行させるような調節が行われる。
【００９６】
　また、本実施例におけるストーカ式焼却炉２１では、乾燥帯２１ａ、燃焼帯２１ｂ、後
燃焼帯２１ｃの各々の火格子上に滞留する被処理物ａから発生する熱分解ガスまたは燃焼
ガスの組成を推定対象の状態量とし、燃焼状態推定装置７０において逐次的に算出される
その状態量の推定値に基づいて、二次燃焼空気調節ダンパ２９の開度を調節することで、
二次燃焼室における燃焼反応に必要な量の二次燃焼空気ｂｄを確実に供給するような制御
が行われている。
【００９７】
　より具体的には、例えば乾燥帯２１ａ、燃焼帯２１ｂ、後燃焼帯２１ｃの各々の火格子
上における被処理物ａから発生する熱分解ガスに含まれる可燃ガス成分、例えば水素濃度
や一酸化炭素濃度の推定値の総和が増加傾向にある場合には、火格子上での被処理物ａの
熱分解および燃焼反応が活発になりつつあると推定されるので、二次燃焼空気調節ダンパ
２９の開度を上げることにより、二次燃焼室に供給される二次燃焼空気ｂｄの流量を増加
させることで、二次燃焼室における燃焼反応に必要な量の二次燃焼空気ｂｄを確実に供給
するような調節が行われる。
【００９８】
　以上と同様に、燃焼状態推定装置７０において推定された、火格子上における被処理物
ａの滞留量やその物性の推定値、あるいは火格子上における被処理物ａから発生する熱分
解ガスまたは燃焼ガスの組成の推定値の推移に基づいて、炉内の燃焼状態の推移を把握す
ることで、焼却炉２１内の温度を調節するために供給される炉内冷却水ｈの流量や、焼却
炉２１内における脱硝反応のための反応薬剤ｉの供給量などを調節するように構成するこ
ともできる。
【００９９】
　以上に例示した本実施例における燃焼制御手法においては、焼却炉出口排ガス温度や、
ボイラ出口排ガス酸素濃度、煙突排ガス濃度など、焼却プロセスのより後段で得られる情
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報に基づいた従来のフィードバック的な燃焼制御方法に比較して、火格子上における被処
理物ａの滞留量やその物性の変動、火格子上での熱分解および燃焼反応の進行状況の変動
などに応じて、フィードフォワード的な燃焼制御を行うことが可能となるため、それらの
変動に追従して適切な燃焼制御を行うことが可能となる。
【０１００】
　図３は、本発明の他の実施例として、上述した実施形態による燃焼炉の燃焼状態の推定
方法、燃焼制御方法ならびに燃焼制御装置を流動床式焼却プラント１２０に適用した際の
プロセスフローを示したものである。すなわち本実施例において、焼却プラント１２０は
、流動床式焼却炉１２１を中心として構成されている。
【０１０１】
　ごみクレーン２２の作用によりごみホッパ２３に投入された被処理物ａは、ごみ供給装
置２４の作用により流動床式焼却炉１２１の内部に送りこまれる。ここでは、ごみ供給装
置２４は電動機により駆動され、その回転数を変化させることにより、被処理物ａの供給
速度を調節することができる。
【０１０２】
　流動床式焼却炉１２１の内部に送り込まれた被処理物ａは、その下部にあたる流動層部
１２１ａで、一次燃焼空気（流動空気）ｂａと反応することで熱分解または燃焼される。
ここで、流動層部１２１ａには、流動層を形成するために珪砂等の固体粒子からなる流動
媒体が充填され、その底面に配設した不図示の空気分散装置を介して一次燃焼空気ｂａを
流動空気として供給することにより、流動層が形成される。流動層部１２１ａから発生し
た熱分解または燃焼ガス成分は、流動層部１２１ａの上部空間である二次燃焼室において
、二次燃焼空気ｂｄと反応して完全燃焼される。燃え残りのうち、大径の不燃物は主灰ｃ
として炉底から流動媒体とともに、不図示の流動媒体排出装置の作用により排出される。
【０１０３】
　一次燃焼空気ｂａは、一次燃焼空気ブロワ２６により所定の圧力まで昇圧された上で、
燃焼空気調節ダンパ２７ａを経て、前記の空気分散装置を介して流動床式焼却炉１２１の
流動層部１２１ａに供給される。また、二次燃焼空気ｂｄは、二次燃焼空気ブロワ２８に
より所定の圧力まで昇圧された上で、二次燃焼空気調節ダンパ２９を経て、流動床式焼却
炉１２１の二次燃焼室に供給される。ここで、供給される一次燃焼空気ｂａおよび二次燃
焼空気ｂｄの流量は、一次燃焼空気ブロワ２６ないし二次燃焼空気ブロワ２８の回転速度
や、一次燃焼空気調節ダンパ２７ａないし二次燃焼空気調節ダンパ２９の開度を変化させ
ることで調節することができる。
【０１０４】
　以下、本実施例における、流動床式焼却炉１２１の内部での被処理物ａの燃焼により発
生した燃焼排ガスｄの取扱い、排ガス再循環送風機３３を経由した、再循環排ガスｆの流
動床式焼却炉１２１への再循環、蒸気タービン発電機３５による発生蒸気の発電利用、流
動床式焼却炉１２１の二次燃焼室への炉内冷却水ｈおよび脱硝薬剤ｉの供給、ならびに、
計測器４１～４５、および運転制御装置５０の基本的な構成等については、図２に示した
実施例における説明と重複するので説明は省略する。
【０１０５】
　さて、図３に示した実施例における運転制御装置５０においては、流動床式焼却炉１２
１において一般には直接計測することができない状態量である、流動層部１２１ａの内部
における被処理物ａの熱分解または燃焼反応の変動の情報、より具体的には、流動層部１
２１ａの内部への前記被処理物ａの供給量、該流動層部１２１ａに滞留する前記被処理物
ａの滞留量、水分、可燃分、灰分、発熱量および元素組成と、前記被処理物ａが流動層部
１２１ａで熱分解または燃焼反応することにより発生する熱分解ガスまたは燃焼ガスの温
度および化学組成とが、燃焼状態推定装置７０によって推定され、その情報が焼却炉１２
１の燃焼制御に用いられるように構成されている。なお、前記熱分解ガスおよび／または
燃焼ガスの化学組成としては、水素、一酸化炭素、二酸化炭素、メタン、エチレン、酸素
、窒素、アンモニア、シアン化水素、一酸化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒素、塩化水素
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の濃度が含まれる。
【０１０６】
　本実施例では、これらの直接計測することができない状態量を推定するために、流動床
式焼却炉１２１の二次燃焼室の側壁に観測点６１が配設されている。具体的には、該流動
床式焼却炉１２１の流動層界面より高く、かつ該二次燃焼室に供給される二次燃焼空気ｂ
ｄおよび／または再循環排ガスｆの供給位置よりも低い位置に、１つまたは複数の観測点
６１が配設されている。
【０１０７】
　観測点６１を前記の位置に配設することが望ましい理由は、流動層部１２１ａに滞留す
る前記被処理物ａの滞留量、水分、可燃分、灰分、発熱量および元素組成など、本実施例
において推定の対象となる状態量の値は、流動層界面にできるだけ近い位置において得ら
れる観測量の値との相関が非常に高いと考えられるためである。すなわち、観測点６１の
位置が流動層界面から一定距離以上離れてしまうと、流れ場や反応場の影響により、推定
の対象となる状態量と観測量の相関が低くなってしまうため、前記状態量を精度よく推定
することが困難となる。また、二次燃焼空気ｂｄおよび／または再循環排ガスｆの供給位
置よりも高い位置に観測点６１を配設すると、該二次燃焼空気ｂｄおよび／または再循環
排ガスｆの供給に基づく流れ場や反応場の変化の影響により、前記状態量との相関の高い
観測量を得ることが極めて困難となる。
【０１０８】
　なお図３においては、観測点６１は１つのみ配設したように描かれているが、流動床式
焼却炉１２１の寸法に応じて、同一の高さに複数の観測点を設置してもよいし、また、前
記の流動層界面との位置関係、および二次燃焼空気ｂｄおよび／または再循環排ガスｆの
供給位置との位置関係の制約を満たす範囲において、鉛直方向に複数の観測点を配置する
こともできる。あるいは、焼却炉１２１の天井壁に観測点を設置してもよい。
【０１０９】
　これらの観測点６１の具体的な構造や、計器の接続方法、観測量の設定方法等、さらに
は本実施例における燃焼状態推定装置７０の構成については、図２を用いて説明した実施
例と重複するのでその説明は省略する。
【０１１０】
　以下、本実施例における推定の対象となる状態量と、それに基づく焼却炉１２１の燃焼
制御の具体的な構成について説明する。
【０１１１】
　まず、本実施例における流動床式焼却炉１２１では、流動層部１２１ａに滞留する被処
理物ａの滞留量を推定対象の状態量とし、燃焼状態推定装置７０において逐次的に算出さ
れるその状態量の推定値に基づいて、ごみ供給装置２４の動作速度を調節することで、流
動層部１２１ａに滞留する被処理物ａの滞留量が一定となるような制御が行われている。
【０１１２】
　より具体的には、例えば流動層部１２１ａに滞留する被処理物ａの滞留量の推定値が減
少傾向にある場合には、ごみ供給装置２４の動作速度を速めることで、流動層部１２１ａ
に滞留する被処理物ａの滞留量を増加させるような調節が行われる。
【０１１３】
　次に、本実施例における流動床式焼却炉１２１では、流動層部１２１ａに滞留する被処
理物ａから発生する熱分解ガスまたは燃焼ガスの組成を推定対象の状態量とし、燃焼状態
推定装置７０において逐次的に算出されるその状態量の推定値に基づいて、二次燃焼空気
調節ダンパ２９の開度を調節することで、二次燃焼室における燃焼反応に必要な量の二次
燃焼空気ｂｄを確実に供給するような制御が行われている。
【０１１４】
　より具体的には、例えば流動層部１２１ａに滞留する被処理物ａから発生する熱分解ガ
スに含まれる可燃ガス成分、例えば水素濃度や一酸化炭素濃度の推定値が増加傾向にある
場合には、流動層部１２１ａでの被処理物ａの熱分解および燃焼反応が活発になりつつあ
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ると推定されるので、二次燃焼空気調節ダンパ２９の開度を上げることにより、二次燃焼
室に供給される二次燃焼空気ｂｄの流量を前もって増加させることで、二次燃焼室におけ
る燃焼反応に必要な量の二次燃焼空気ｂｄを確実に供給するような調節が行われる。
【０１１５】
　以上と同様に、燃焼状態推定装置７０において推定された、流動層部１２１ａにおける
被処理物ａの滞留量やその物性の推定値の推移、あるいは流動層部１２１ａに滞留する被
処理物ａから発生する熱分解ガスの組成の推定値の推移に基づいて、炉内の燃焼状態の推
移を把握することで、焼却炉１２１内の温度を調節するために供給される炉内冷却水ｈの
流量や、焼却炉１２１内における脱硝反応のための反応薬剤ｉの供給量を調節するように
構成することもできる。
【０１１６】
　以上に例示した本実施例における燃焼制御手法においても、図２を用いて説明したスト
ーカ式焼却炉２１を対象とした実施例と同様、焼却炉出口排ガス温度や、ボイラ出口排ガ
ス酸素濃度、煙突排ガス濃度など、焼却プロセスのより後段で得られる情報に基づいた従
来のフィードバック的な燃焼制御方法に比較して、流動層部１２１ａにおける被処理物ａ
の滞留量やその物性の変動、流動層部１２１ａでの熱分解および燃焼反応の進行状況の変
動などに応じて、フィードフォワード的な燃焼制御を行うことが可能となるため、それら
の変動に追従して適切な燃焼制御を行うことが可能となる。
【０１１７】
　以上、本発明の実施形態および実施例についてその詳細を説明したが、本発明は上記の
実施例および実施形態に限定されるものではなく、特許請求の範囲、及び明細書と図面に
記載された技術的思想を逸脱しない範囲において種々変更又は修正を行って実施すること
が可能である。
【符号の説明】
【０１１８】
２０　ストーカ式焼却プラント
２１　ストーカ式焼却炉
２１ａ　乾燥帯
２１ｂ　燃焼帯
２１ｃ　後燃焼帯
２２　ごみクレーン
２３　ごみホッパ
２４　ごみ供給装置
２５ａ～２５ｃ　ごみ送り装置
２６　一次燃焼空気ブロワ
２７ａ～２７ｃ　一次燃焼空気調節ダンパ
２８　二次燃焼空気ブロワ
２９　二次燃焼空気調節ダンパ
３０　廃熱ボイラ
３１　排ガス浄化装置
３２　煙突
３３　排ガス再循環送風機
３４　再循環排ガス量調節ダンパ
３５　蒸気タービン発電機
３６　炉内冷却水量調節バルブ
３７　脱硝薬剤量調節バルブ
４１　火炎位置検出装置
４２　焼却炉出口排ガス温度計
４３　ボイラ出口排ガス酸素濃度計
４４　煙突排ガス濃度計
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４５　蒸気流量計
５０　運転制御装置
６１、６１ａ～６１ｃ　観測点
７０　燃焼状態推定装置
７１　シミュレーション実行部
７２　定式化部
７３　観測量入力部
７４　状態量推定部
７５　推定値出力部
１２０　流動床式焼却プラント
１２１　流動床式焼却炉
１２１ａ　流動層部
ａ　被処理物
ｂａ～ｂｃ　一次燃焼空気
ｂｄ　二次燃焼空気
ｃ　主灰
ｄ　燃焼排ガス
ｆ　再循環排ガス
ｇ　蒸気
ｈ　炉内冷却水
ｉ　脱硝薬剤

【図１】 【図２】
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